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国（総務省）における検討状況
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第１回検討会での議論①

○県・市町村連携、官民連携

• 県と市町村との連携とよく使われるが、連携ではなく役割分担を明確にす
べき。

• 一般の方から見ると、県の業務だとか市町村の業務だとかという行政サー
ビスの垣根は区別がない。二重行政にならないよう建物、インフラ、人材な
ども共用できるところを共用するというやり方に変えていかないと将来も
たなくなるのではないか。

• 官民連携の取組みへの理解が進む一方で、民間部門も人手不足であり、安
易に官の課題を民に押し付けるようなことは避けるべき。

• 道路や橋梁など公共インフラは、県民から見ると国や県、市町村の管轄は関
係がない。国土交通省の群マネのように全体として連携して管理する仕組
みを考えていくことも必要ではないか。
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第１回検討会での議論②

○適正規模での行政運営

• 2060年に人口が60万人台になっても必要な行政サービスが提供できる
ように、AI、デジタルを活用し、徹底したコスト削減や合理化を進めるととも
に、人にしかできない対面サービスなどに資源を配分していくべきではな
いか。

• サービスを伸ばすのではなく、何を残すか、何をやめるかを決め、それによ
り生み出された余力でやるべきことをやっていけばよいのではないか。

• 人が減ると税金も減る。本当に必要なものを必要なだけ、優先順位をつけ
てピンポイントでやっていくことを考えることも重要。

• 行政区域を取り払った新しい視点で、未来の最適なあり方を考えていくこ
とは有意義。その中で行政ニーズや施設など必要なサービスを明らかにし、
丁寧に議論していくことが必要。

• コンパクトな県であり、施設の配置なども４圏域などブロックごとに分散さ
せておく必要があるのか。県域として公共施設の最適配置を考えることも
必要ではないか。全体最適のあり方をオール富山で考えていくべきではな
いか。
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第１回検討会での議論③

○デジタル技術の活用

• デジタル化を進めても行政が縦割りだとデジタルコンテンツも縦割りとなり、
使いにくいデジタル化が進んでいる。利用者視点で、使いやすくする配慮が
必要。DX・デジタル化を図る前に、まず業務プロセスをシンプルにしないと
使い勝手が悪くなる。

• デジタル化は必要であるが、県内に情報通信等の人材が不足しているとい
う問題もある。

• 2060年にはデジタル弱者がどれだけ残っているかという観点も必要。将
来を見据えると、行政の窓口業務を増やさないこと、共通化することを考え
るべきではないか。

• 2060年に人口が60万人台になっても必要な行政サービスが提供できる
ように、AI、デジタルを活用し、徹底したコスト削減や合理化を進めるととも
に、人にしかできない対面サービスなどに資源を配分していくべきではな
いか。（再掲）
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第１回検討会での議論④

○どんなサービスを伸ばしていけばいいか

• 人が減ったとしても、県民の安全安心を守ること、防災・減災は行政サービ
スの一丁目一番地である。また、介護・福祉、生活インフラなどの維持も必要
であり、大きな課題。

• 介護・福祉の分野など、必要な人に必要なサービスを届けることは大切。一
方で、こども総合サポートプラザのように相談業務を地域ごとにするので
はなくワンストップで担うことは有用

• 行政サービスの効率化も必要であるが、どのような産業を重点的に伸ばし
ていくのか、そこにどうリソースを割いていくのかという点を考えることも
大切なのではないか。
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様々な行政サービス（ハード・ソフト）

現行の行政サービスのあり方を維持し続けるなら・・・

将来の世代
（これから生まれてくる

世代も含む）

現在の世代

未来（将来世代）へつなぐ視点（補足）
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前回議論等を踏まえた今後の進め方
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第2回では、公共施設・インフラをテーマとして取り上げる

・県民に身近なテーマ

・多額の費用を要するハード（施設）に着目

・それらに付随したソフト（運用）面もあわせて考えやすい

これらのほか、次回以降も

多岐にわたる行政分野の現状を幅広く取り上げていく予定

未来（将来世代）へ
つなぐ視点で

まず、

2060年を念頭に、10年後の2035年に向けて
未来志向でポジティブに考えていく


